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１

本日の内容



• ⻑野県のほぼ真ん中、⽇本のほぼ真ん中に位置（南信、上伊那地区）
• どの移動手段でも、東京・名古屋から約3時間の距離

２

⻑野県市町村数︓７７市町村（１９市・２３町・３５村）
町の⼈⼝︓約２４,4００⼈ 世帯数︓約１万世帯超

（うち高齢世帯2千５百・アパート世帯2千５百（推定））

事業所数︓９９５事業所（経済センサス-活動調査、工業統計調査）
うち製造業︓１７４事業所（電子・機械等）

経営耕地（販売農家）面積︓947ｈａ（全農地1,470ha）
⽥︓393ha 畑︓464ha（普通畑︓241ha・牧草地223ha） 樹園地︓90ha
遊休荒廃地率１％以下・農地集積率56％（R4年度末）

町の面積８５．１９Ｋ㎡
⼭林原野︓29.12Ｋ㎡ ⽥畑︓16.86Ｋ㎡ 宅地︓6.64Ｋ㎡

１. 町の概要



２.重点対策事業に取り組むきっかけ（区域施策編の検討）

３

R３年度
地球温暖化対策

特別委員会
総勢２４名
⼥性3割以上

住⺠代表
・消費者の会・衛⽣部⻑会

・町⺠（公募者含む）

事 業 者
・製造業（電子）・製造業（機械）・製造業（食品）

・運輸業（バス）・⼩売業（⼤⼿スーパー）・林業（森林組合）

有識者・県等
・県地球温暖化防止活動推進員

・県上伊那地域振興局環境廃棄物対策課
・伊那谷リサイクル研究会

オブザーバー
・信州⼤学
・⽀援︓東京⼤学先端科学技術研究センター

など

町
総務課・企画振興課・健康推進課

・産業振興課・商工観光推進室・建設課
・事務局︓住⺠環境課（ゼロカーボン推進室）

参加事業者からは
・地産エネルギーの必要性の
訴え（Scope３等）
・ソーラーカーポートの⼤規
模モデルの設置要望
・地域に波及できるような先
駆的な取り組みの提言

など



３．当町の重点対策事業等における特色

４



３－①整備イメージ（主要部分）

文化センター

図書館

情報通信センター

太陽光

太陽光
⾼効率空調

役場北側駐⾞場へ
ソーラーカーポート

太陽光・蓄電池
（増設）

蓄電池

体育館 （避難所）

照明のLED化
（全施設）

新電⼒会社
（既設）

太陽光（増設）

余剰電⼒
非FIT売電

⼩中学校6校
構内線

不⾜電⼒
再エネ買戻または

地域内活用へ

電⼒消費が安定的
にある温泉施設な
どはＰＰＡによる
整備

公用⾞充電設備
Ｖ２Ｘ（10台）

⾼速・普通充電器

Ｖ２Ｘで放電
平時︓ピークカット
非常時︓対策本部へ

公用⾞ＥＶ化３４台
（特殊⾞両除く）

防災交流施設
N-ZEB新築

マイクロ
グリッド

自営線

自営線

自営線

自営線

⾼効率空調

太陽光
蓄電池

５



文化センター

図書館

情報通信センター

太陽光
蓄電池

太陽光（要︓
屋根改修）

太陽光・蓄電池
（⾼効率空調︓起債実施）

役場北側駐⾞場へ
ソーラーカーポート

EV⾞導⼊
公用⾞⾞庫へ太陽光

公用⾞充電設備
Ｖ２Ｈ

蓄電池
（既設・増設太陽光）

太陽光・蓄電池

体育館

自営線

照明のLED化
（全施設）

太陽光・蓄電池・
LED化

余剰電⼒
非FIT・卒FIT

⼩中学校6校
自営線 その他の施設につ

いてもＰＰＡの活
用等も視野に同様
に整備

Ｖ２Ｈ
で放電

要 駐⾞
場・⾞庫屋

根改修

防災交流施設
ZEB新築

太陽光・蓄電池
地中熱空調

自営線

自営線

マイクロ
グリッド

Ｖ２Ｈ
で充放電

1

自営線

事 業 所
公共施設等

（現在町施設１か所のみで活用）

家 庭
事業所
公共施設

太陽光発電

不⾜電⼒
再エネ買戻再エネ供給

電⼒の地産地消・自給率の向上・地域内経済循環等を
住⺠・事業者・⾏政等が連携して取り組むことはでき
ないか・・・。

新電⼒会社
（既設・R4年度協定締結）

３－②地域ぐるみでゼロカーボン推進プロジェクト

６



４．事業実施における課題

７



８

４－①⼈員不⾜・技術的知⾒不⾜・打開するための費⽤が増⼤

・持っている知⾒で絵は描
いた

・学校（避難所）などにつ
いてはレジリエンス事業を
活用して基礎調査はできた

・それ以外の基礎調査は一
般財源で実施した

だが・・・

・地元の設計会社、電気
工事会社、基礎調査を
⾏った業者では仕様書等
の作成対応ができない

・営業に来ていた業者等
に投げかけても、実績の
ないことが多くあり対応
してもらえない

・工期的にＤＢで発注し
て対応できるか検討する
も、発注仕様書、要求水
準書などが作れない

また地元工事会社活用
の要請だが、工期的に分
割発注は困難。（電気・
建築・一般土木・舗装・
管＋建築士必要）

・町では初めてＣＭ（コンストラク
ションマネジメント）方式を採用す
ることにした

仕様書・要求水準書・各種シミュ
レーション・プロポ提案書や設計
書・コスト等のチェック・進捗管理
等（施工監理を除く）
・土木業務経験の浅い担当者でも、
安心して取り組めている（当町に土
木技師はいない）

ただし・・・
↓

費用は町の一般財源で対応
Ｒ５年度事業分委託料

発注支援３０，８００千円
施工支援４７，３００千円

計 ７８，１００千円
↓

重い財政負担と議会対応

課題 打開策

R5事業費︓約11億円

更なる財政⽀援をお願いしたい



事 業 所
公共施設等

家 庭
事業所

公共施設
太陽光発電

再エネ供給

新電⼒会社
（既設・R4年度協定締結）

４－②想定より設置が進まない屋根太陽光

・家庭用１０万円／ＫＷ
（３万円町上乗せ）

・事業所用６万円／ＫＷ
（Ｒ６年度から）

の補助メニューを用意したの
だが・・・

課題

・Ｒ5年度実績
家庭用太陽光補助申込実績

計34件／目標100件
家庭用太陽光設置容量
計159ＫＷ／目標500ＫＷ

目標の3分の１に留まった
・町内外の太陽光設置事業
者と意⾒交換して目標を設
定していたが
・⾦融機関との意⾒交換で
は、家庭・企業ともに物価
高と先⾏き不透明な経済情
勢で、投資意欲が減退して
いる模様（新築含む）
・当町の世帯構成では、高
齢・アパート世帯を除くと
5千世帯が⼾建てである
が、そのうち1千5百世帯3
割で設置済みか
・事業所では屋根の⽼朽化
や積載荷重の問題も

６年度
対応策

・Ｒ6年度に家庭用太陽光、蓄電
池の補助件数を減らし、事業所
向け太陽光補助を新設（交付⾦
額内で、太陽光設備目標容量は
維持）

・家庭用太陽光は新築住宅も対
象に拡充

・補助⾦活用無料相談会の開催
（年2回）及び街頭啓発活動（年
10回）を予定

・移住政策と絡めて、県内の住
宅メーカー、建築会社、不動産
会社等へ補助制度の案内を送付

・町⻑とともに企業訪問し、設
置を促す

余剰電⼒
非FIT・卒FIT

９屋根置き以外も検討することが必要



５．将来展望における課題

１０



１１

③区域内のエネルギー需要に対する
再エネ導⼊ポテンシャル（電⼒）

環境省 ⾃治体排出量カルテより抜粋

太陽光発電

55%

中⼩水⼒発電

2%
太陽熱

3%

地中熱

40%

51 億MJ

太陽光発電 中⼩水⼒発電

太陽熱 地中熱

再生可能エネル

ギーポテンシャル

再エネ導入ポテンシャル 利用可能熱量 発電電⼒量

◆太陽光発電 － 779,076 MWh

建物系 － 221,131 MWh

土地系 － 557,945 MWh

◆風⼒発電
※安定的に風が吹かな
い地域

－ 712 MWh

◆中⼩水⼒発電
※県企業局に調査して
もらったが適地なし

－ 24,949 MWh

河川 － 24,949 MWh

農業用水路 － 0 MWh

◆太陽熱 2 億MJ －
◆地中熱
※イニシャルが高い 21 億MJ －

再生可能エネルギー合計 22 億MJ 804,737 MWh

180,807 

MWh

804,737 

MWh

0
100,000
200,000
300,000
400,000
500,000
600,000
700,000
800,000
900,000

エネルギー消費量 再エネ導入ポテンシャル

MWh

②区域内の再⽣可能エネルギーの
導⼊ポテンシャル（内訳）

対消費電⼒再エネ導入
ポテンシャル比[％]

445.08

再エネ余剰量[MWh] 623,930

④区域のエネルギー需要と
再エネ導⼊ポテンシャル（電⼒）

①区域内の再⽣可能エネルギーの
導⼊ポテンシャル（熱量換算）

×

△

◎

△

ポテンシャル
はあるが、野
⽴て太陽光発
電が必要では
ないか

５－①当町の再生可能エネルギー導入ポテンシャル



１２

・そろそろソー
ラーシェアリン
グについて県で
旗を振ってもら
えないか︖

・促進区域の県
基準を⾒直して
もらえないか︖
（農用地区域・
１種農地）
⇒ただし農山漁
村再エネ法基本
方針の改正が必
要と思われる

５－②R5.6.20⻑野県専門委員会資料より



14

５ー③⼤きな事業の前に、地域理解を得るためにも⼩さな実証モデル事業を
国や県と共同で実施することはできないでしょうか・・・︖

・当町（⻑野県内）では、野⽴て太陽光やソーラーシェアリングに根強い抵抗感がある。
（⻑野県でのソーラーシェアリング一時転用許可件数は、関東農政局管内で東京都・神奈川県を除き最低）

・農業者（土地所有者）、農業委員会、地域等の理解を得るためにも、⽥、畑、牧草地など作物に応じた⼩さな
モデルを作って関係者で話し合うことが、一番の近道ではないかと考える。
・国や県と一緒に取り組むモデル事業であるという位置づけの方が、地域協⼒等を得られやすいと考える。

・畦畔に防草シートを設置し、自
動で開閉できるようにできれば、
農業者の草刈り作業が軽減できる
（これもスマート農業では）
・設備を畦畔に設置すれば減収率
も下がるはず

・田んぼのセンター設置で
は、減収率２０%程度
・協⼒⾦５万円程度農業者に
⽀払えれば、農業者収⼊はプ
ラスになるはず

１3

収⼊面でのメリット 管理面でのメリット



PPA SPC
設⽴（発電）

町

町内事業所

地域新電⼒会社
（⼩売）

町内住宅
（家庭）

保険会社

保守点検
業者 施工業者

機器
メーカー

設置
メンテナンス

⾦融機関

施工費、
O&M費、
保険料

融資

使用料
グリーン
電⼒

出資余剰電⼒

余剰売電

出資

・⾃家消費
⾃家消費率30% ・出資比率により電⼒を確保

575万kWh

商工会
・広報、調整

補助⾦

売電益

太陽光発電
4,800〜6,857kw

想定コスト
10億〜17億円

土地所有者
（農地）

八十二銀行
アル信
⻑野銀行
JA 等

県

５－④産・学・官による検討 ⇒ くらしふと信州へ持ち込んではみたが・・・
アドバイザー派遣にも応募してみたが・・・

スケールが⼤きすぎて誰も身動きがとれない状況⇒専門的⽀援体制が必要 １４



工業団地

◎改善点などを話し合い、促進区域を設定し地産エネルギーを創出し地消したい
◎農業者のみならず⼈⼝減少が進む周辺地区にとっても、メリットのある条件を設定し合意形成を図りたい
◎当町には農業法⼈等が集積した水⽥や酪農家の牧草地が多数あるため、事業効率性が良いと思われる
◎当町の工業団地の隣接には隣村の工業団地があり、県指定の促進区域設定の可能性も有り得るのではないか

自営線で
供給も

１５

５ー⑤農業者・企業・地域にとってメリットのある促進区域の設定
ただし下記の赤丸エリアは、農⽤地区域であり1種農地

隣村の工業団地

人口減少が進
む隣接地区に
もメリットを
享受できれば


